
令和６年度　第2次総合計画　後期基本計画　施策評価シート

役職 氏名

役職 氏名

役職 氏名

　

①

R5 R6 R7
⇒ ⇒ S

R5 R6 R7

②

⇒ ⇒

③

⇒ ⇒

④

⇒ ⇒

【二次（外部）評価意見等】

⇒ ⇒

【年度目標達成状況】★★★：達成、★★：達成率80％以上、★：達成率60％以上、☆：達成率60％未満、－：測定不能

－ － －

－ － － 45.2 － －

－
①市長選挙の投票率 市長選挙における投票状況 ％ ↗ ↑

44.2
（Ｒ４）

－

－

－ － －

－ － － 48.2 　－ －

－
①市議会議員選挙の投票率 市議会議員選挙における投票状況 ％ ↘ ↑

47.2
（Ｒ４）

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

まちづくり指標 年度目標達成状況

指標名 指標の考え方 単位 トレンド 方向性
実績値
2021
(R3)

上段：目標値　　　下段：実績値 上段：達成率　　　下段：年度目標達成状況

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2026
(R8)

2027
(R9)

2023
(R5)

固定資産評価審査申出に対して、公正・中立な審査決定ができた。 審査申出に対して公正・中立な審査決定を行うため、更
に専門的な知識の習得に努め、審査体制の強化を図
る。

納税者の権利を保護するため、固定資産評価審査委員会において公正・中立な固定資産評価を
担保します。

【一次（内部）評価理由（指標達成
度以外で評価した場合）】

人事行政の公正性の確保 専門的な知識の習得を図り、審査や苦情相談に対する体制を強化
することができた。
また、職員に対して公平委員会制度を広く周知するとともに、職員か
らの苦情相談に対して適切な対応を行い、職場環境の改善に寄与
することができた。

職場環境に関する相談が増加傾向であり、人事課と十
分な連携を図るとともに、相談内容に応じた適正な対応
ができるよう、課題解決の機能強化に努める。

令和6年度は、指標とする市議会議員
選挙と市長選挙の執行はなかったが、
衆議院議員総選挙及び兵庫県知事選
挙を円滑かつ適正に執行し、各委員会
の運営を適切に行い、透明で公正な行
政が確保できた。

市民に質の高い行政サービスを提供するために、市職員の利益の保護と公平な人事権の行使を
保障するとともに、市職員が職務に専念し、能力を十分発揮できる職場環境を確保します。

全国的に投票率の低下傾向が見られるが、特に若年層
の投票率は低くなっており、学校と協力して、若年層の意
識啓発に取り組むことにより、全体の投票率の底上げを
図る。

一次
（内部） Ｓ

選挙に関する情報提供や啓発を行うとともに、出前授業などの実施により、若い頃から選挙に関
心をもち、選挙を身近なものに感じられるよう意識醸成を図ります。 二次

（外部） Ｓ

藤田拓斗

将来あるべき姿

行政委員会において、事務を適正かつ効率的に執行することで、透明で公正な行政が確保されています。

協働の取組（市の取組）　　計画内容 成　　果 課題・取組方針 総合評価
投票率の向上に向けた取組の推進 ホームページでの周知、選挙啓発チラシの配布、広報車の市内巡回

など、必要な選挙啓発を行い、衆議院議員総選挙及び最高裁判所
裁判官国民審査並び兵庫県知事選挙を適正に執行した。
また、市内の小・中学校、義務教育学校及び高等学校を対象に出前
授業を実施し、若年層の選挙への関心を深めることができた。

透明で公正な行政の推進 ページ

適正な事務執行の確保 実施計画に沿って、適正に財務監査等が実施でき、定期監査や決
算審査における監査委員からの意見等について、担当部署に取組
状況報告を求め、適正かつ効率的な事務執行の確保を図ることがで
きた。

定期監査や決算審査における監査委員からの意見等に
ついて、引き続いて担当部署に取組状況報告を求め、よ
り適正かつ効率的な事務執行の確保を図る。

【S】全ての指標を達成又は十分な
成果があった
【Ａ】全ての指標の達成率が８０％
以上又は概ね目標とする成果が
あった
【Ｂ】過半数の指標の達成率が６
０％以上又は一部成果があった
【Ｃ】取組（時期・内容）に改善が必
要

監査委員による監査機能を十分に活用し、財務監査や決算審査などを通して、適正な事務執行
を確保します。

固定資産評価の客観的合理性の確保

藤井康孝
施 策 1 公正で適正な行政の確保 106 係長 神戸幸子課 －

所管部長 肥田繁樹
作

成

担

当

副課長

所管課長 大橋公樹 主事

政 策 Ⅹ 公平・中立なまちづくりに取り組むまち 計画書
部 委員会事務局

主要施策 53



■主要施策を構成する主な事務事業

R7執行

R5執行分完了、R9執行予定

R8執行予定

80.6% 0.0% 0.0% 0.0% 28.6%

決算　事業費　合計 13,848 37,846 0 0 0 51,694

執行率 73.7%

予算（計画）　事業費　合計 18,791 46,982 30,186 66,250 18,241 180,450

10 ④ 公平委員会事業

職員からの不利益処分についての審査請求、勤務条件に関する措置の要求等に対
する公平委員会事務

9 ③
固定資産評価審査委員
会事業

250

293

85.3%

○

270 520

0.0% 30.4%

○

〇

319 367 367 367 1,713

84.6% 0.0% 0.0%

○ ○ ○

維持 継続

固定資産評価審査申出に対する固定資産評価審査委員会事務
160

114

○ ○ ○ ○

71.3% 67.6% 0.0% 0.0% 0.0% 26.9%

○

維持 継続

299 215 215 287 1,176

〇
202 316

〇 維持 継続
39.6%

○

R8執行予定

増額 新規

7,401

0.0%

3,684 18,695

8 ② 監査委員事業

監査委員による監査、検査及び審査事務
3,973 3,670 3,684 3,684

3,799 3,602

95.6% 98.1% 0.0% 0.0%

○ ○ ○ ○

7 ① 市議会議員選挙事業

市議会議員選挙事務の執行

6 ① 市長選挙事業

市長選挙事務の執行

－

－

0

－ 0.0%

31,446 31,446

－ － 0.0%

○

－ 0.0% 0.0% － 0.0%
増額 継続

282 20,981 21,263

0

○ ○

5,949

0.0%

10,428 26,938

県議会議員選挙事務の執行（令和5年執行分）
57.0% － － 0.0%

○ ○

増額 新規
22.1%

○

19,120 19,120

－ 83.0%
〇 廃止 完了

5,949
5 ① 県議会議員選挙事業

県議会議員選挙事務の執行（令和9年執行分）
10,428 6,082

県知事選挙事務の執行
－ 83.0% － －

○

4 ① 県知事選挙事業

3 ①
衆議院議員総選挙及び
最高裁判所裁判官国民
審査事業

15,863 15,863

○
衆議院議員総選挙事務及び最高裁判所裁判官国民審査事務の執行

－ 72.6% － － － 72.6%
廃止 完了

19,979 19,979

〇
14,513 14,513

廃止 完了
0.0%－ － 0.0% －

0

－

22,163

2 ①
参議院議員通常選挙事
業

参議院議員通常選挙事務の執行
22,163

○

〇 維持 継続

3,937 3,595 3,475 3,475 3,475 17,957

94.9%

3,736 3,396 7,132

0.0% 39.7%

○

行革

1 ① 選挙管理委員会事業

公職選挙法に基づく選挙に関する事務(各種選挙の管理執行、選挙人名簿の調製、
若年層啓発事業)

R6
成果

通
番

協働
の
取組
番号

事務事業名
戦略

上段：事務事業内容〔2025(R5)～2027(R9)〕
下段：2023(R5)～2024(R6)年度までに完了した取組内容

94.5% 0.0% 0.0%

○ ○ ○

2023
（R5）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

行財政改革関連
事業の成果2027

（R9）

上段：予算（計画）、中上段：決算【千円】、中下段：執行率、下段：実施有無

合計

R8
予算

R8
方向性

方向性の詳細（方向性が「継続」
「完了」以外は必ず記載、「継続」
の場合はある場合のみ記載）



令和６年度　第2次総合計画　後期基本計画　施策評価シート

役職 氏名

役職 氏名

役職 氏名

　

①

R5 R6 R7
⇒ ⇒ A

R5 R6 R7

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

【二次（外部）評価意見等】

⇒ ⇒

【年度目標達成状況】★★★：達成、★★：達成率80％以上、★：達成率60％以上、☆：達成率60％未満、－：測定不能

藤井康孝
施 策 1 公正で適正な行政の確保 107 主事 川邉　錬課 －

所管部長 肥田繁樹
作

成

担

当

副課長

所管課長 大橋公樹

政 策 Ⅹ 公平・中立なまちづくりに取り組むまち 計画書
部 委員会事務局

主要施策 54

担い手不足による遊休農地の増加が懸念されるため、
農業委員及び農地利用最適化推進委員と、地区農会や
担い手との連携により地域の実情に応じた対応を図ると
ともに、地域計画に基づく農地利用を推進することで遊
休農地の解消を図る。

一次
（内部） Ａ

農地の適正管理について指導するとともに、関係機関などとの連携により、農地の集積・集約化
のための適正な利用権設定などを推進します。また、農地の違反転用防止に向け、農地法に基
づく手続を広く周知するとともに、農地パトロールなどを実施します。 二次

（外部） Ａ

将来あるべき姿

遊休農地や違反転用が改善され、担い手などにより農地が有効かつ適正に利用、管理されています。

協働の取組（市の取組）　　計画内容 成　　果 課題・取組方針 総合評価
遊休農地の発生抑制と農地の適正管理の推進 農業委員会総会を毎月開催し、農地法に基づく許可等の法令事務

を適正に行った。
農業委員及び農地利用最適化推進委員による農地パトロールを実
施し、農地の適正管理の指導、適正な利用権設定の推進及び農地
転用に関する指導を行うことで、令和6年度の遊休農地面積は、令
和5年度実績10.6ｈａから0.6ｈａ減少し、10.0ｈａに抑制できた。

農地等の利用の最適化の推進 ページ

【S】全ての指標を達成又は十分な
成果があった
【Ａ】全ての指標の達成率が８０％
以上又は概ね目標とする成果が
あった
【Ｂ】過半数の指標の達成率が６
０％以上又は一部成果があった
【Ｃ】取組（時期・内容）に改善が必
要

【一次（内部）評価理由（指標達成
度以外で評価した場合）】

まちづくり指標 年度目標達成状況

指標名 指標の考え方 単位 トレンド 方向性
実績値
2021
(R3)

上段：目標値　　　下段：実績値 上段：達成率　　　下段：年度目標達成状況

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2026
(R8)

2027
(R9)

2023
(R5)

①遊休農地の面積 遊休農地の増加抑制状況 ha ↘ → 9.0

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

90.0%

10.6 10.0 ★★

9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 84.9%

★★



■主要施策を構成する主な事務事業

2023
（R5）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

上段：予算（計画）、中上段：決算【千円】、中下段：執行率、下段：実施有無

合計

R8
予算

R8
方向性

方向性の詳細（方向性が「継続」
「完了」以外は必ず記載、「継続」
の場合はある場合のみ記載）

行財政改革関連
事業の成果

行革

1 ① 農業委員会事務事業

農業委員と農地利用最適化推進委員の農地パトロール等による遊休農地の発生抑
制と農地の適正管理の推進

R6
成果

通
番

協働
の
取組
番号

事務事業名
戦略

上段：事務事業内容〔2025(R5)～2027(R9)〕
下段：2023(R5)～2024(R6)年度までに完了した取組内容

98.1% 0.0% 0.0%

○ ○ ○

11,283 11,329 22,612

0.0% 39.4%

○

〇 維持 継続

11,503 11,553 11,455 11,455 11,455 57,421

98.1%

2 ① 農地調整事務処理事業

農地等の利用関係の紛争に係る和解の仲介
33 33 33 33

○ ○ ○ ○

○

〇 維持 継続
0.0%

○

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

0.0%

33 165

67.8% 61.0% 0.0% 0.0% 0.0% 29.7%

○

維持 継続

59 46 46 46 256

〇
36 76

4

3 ① 農業者年金業務事業

農業者年金の加入促進及び受給に関する事務
59

40

○ ○ ○ ○

0

－ － － －

0

－ －

5
－ － － －

0

－

0

－

－ － － － － －

0

0

7

6

0

－ － － －

0

－ －

8
－ － － －

0

－

0

－

－ － － － －

0

0

10

9
－

0

0

－ －－ － － －

97.6% 0.0% 0.0% 0.0% 39.2%

決算　事業費　合計 11,323 11,365 0 0 0 22,688

執行率 97.7%

予算（計画）　事業費　合計 11,595 11,645 11,534 11,534 11,534 57,842


